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１．計画の趣旨・位置付け等 

朝日村総合計画は時代に合わせた新たな本村の将来像の設定と将来像の実現に資する政策

をまとめ、持続可能なむらづくりを進めるための新たな視点に立脚した行財政運営の指針と

するもので、今後 10年間のむらづくりの方向性を示した、本村の最上位計画です。また、総

合計画の基本計画で示す施策・取組のうち、重点的に推進するものは、「まち・ひと・しごと

創生法（平成 26 年法律第 136 号）」に基づく「朝日村第２次まち・ひと・しごと創生総合戦

略」として位置づけています。 

総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」により構成されており、実施計画は基本

計画に掲げる諸施策を実現するための具体的な事務事業を明らかにするもので、毎年度の予

算編成の指針となるものです。計画期間は３年間とし、毎年度ローリング方式※1で見直しを

行います。 

 

【具体的な取組（主な事業）】 

・総合計画（主要施策の実現）に基づき財政計画へ反映した計画期間中の投資的経費（道路・橋

りょう・学校・その他公共施設等の社会資本整備に要する経費）及びソフト事業（独自の取組

等）の主なものを抜粋して記載しています。なお、事業費は財政計画作成時の所要見込額とし

ています。 

【予算への反映】 

・実施計画に基づき予算編成を行いますが、予算編成段階において制度設計の変更や積算額の精

査などの時点修正、予算全体の調整などにより事業予算化の有無、事業費の増減が生じる場合

があります。 

                                                   
※1 ローリング方式 

 毎年度、時点修正や補完などを行うことで、変化する経済・社会情勢に弾力的に対応し、計画と現実が大きく

ずれることを防ぐ手法。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別計画 

実施計画 

（総合計画とは別に策定） 

基本構想 

基本計画 

人口ビジョン 

総合戦略 

 

 

２．計画の構成・期間・主要施策 

 

■計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画の期間 

令和（年度） ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 

基本構想 基本構想 10年間 

基本計画 前期基本計画 ５年間 後期基本計画 ５年間 

総合戦略 第２次計画 ５年間 第３次計画 ５年間 

実施計画 

     
    

 

 
     

   
 

 
    

    
 

 

 

 

 

 

 

毎年度ローリング方式で見直し 

住民と行政の共通の目標として、まちづくりの方

向性を基本理念と将来像によって明らかにし、そ

れを達成するためのまちづくりの目標を示すも

のです。 

また、本計画中に人口ビジョンを位置づけ、本村

における人口の現状を分析するとともに、人口に

関する村民の認識を共有しながら、今後目指すべ

き将来の方向と人口の将来展望を提示します。 

基本構想で定めた将来像とまちづくりの目標を

受けて、その実現に必要とする政策を分野別に体

系化し、各政策の展開方針、指標及び役割等を示

すものです。 

また、本計画中に総合戦略を位置づけ、新たなＫ

ＰＩや取り組みと、基本計画の評価指標や施策の

整合を図ります。 

基本計画に定めた施策を実行するため、各年度に

おける予算編成や事業執行の具体的な指針とな

るものです。 



 

朝日村第６次総合計画　施策体系図

基本戦略 重点目標 主要施策 主な取組

①　結婚へ向けた支援

②　妊娠・出産へ向けた経済的な支援

③　母子保健の推進

①　子育て政策の推進

②　子育てに関する経済的な支援

③　子育て世代包括支援センター事業の推進

④　子育てしやすい朝日村のPR

①　移住・定住施策の推進

②　住宅の確保・活用

①　体験・滞在型観光の振興

②　観光振興のための取り組みの推進

①　農地保全の推進

②　後継者及び新規就農者等の育成・支援

③　農業生産基盤等の整備

④　農業多角化経営への支援

⑤　安全・安心及び環境に配慮した農業の推進と土壌の保全

⑥　地産地消の推進

⑦　有害鳥獣駆除対策の推進

①　森林整備の推進

②　森林資源の活用

③　森林と触れ合う機会の提供

①　地場産業の活性化

②　特産品のブランド化の推進

③　企業誘致、起業等の推進

①　未来を切り開く学力の向上

②　豊かなこころと健やかな身体の育成

③　郷土愛を育む教育の推進

④　支援を必要とする児童・生徒への支援

⑤　安全・安心で信頼される学校づくり

①　生涯学習の推進

②　文化・芸術の振興

③　図書館の充実

③　スポーツや運動の充実

①　地域包括ケアシステムの構築・深化

②　介護保険サービスの適切な運営

③　高齢者の社会参画の促進

①　障がいのある人の自立や自分らしい生活の実現へ向けた支援の充実

②　障がいのある子どもに対する支援の充実

③　差別の解消や合理的配慮の推進

④　保健医療体制の充実

①　人権・男女共同参画に関する周知・啓発の実施

②　人権・男女共同参画に関する教育の推進

③　相談支援体制の整備

①　心身の健康づくりの推進

②　食育の推進

③　感染症対策の推進

④　保健・医療提供体制の充実

①　支え合う意識の醸成

②　地域活動の促進

③　支援を必要とする人に対する取組の充実

①　危機管理体制の強化

②　地域の防災体制の強化

③　広域応援体制の強化

④　防犯活動の推進

①　道路の整備・維持

②　道路の安全確保の推進

２　誰もが利用しやすい公共交通の充実を図ります ①　公共交通網の充実

３　村の限りある土地を有効活用します ③　土地の有効利用の促進

４　村の命を育む水環境を保全し、適正な供給・管理を行います ①　安全な水環境の確保

①　環境・景観の保全

②　環境美化の推進

③　再生可能エネルギー・省エネルギーの推進と啓発

１　村民と行政が役割と責任を分担し、協働のむらづくりを推進します ①　協働のむらづくりの推進

２　村の魅力や暮らしに関する情報を積極的に内外へ発信します ①　村の魅力や暮らしに関する情報の発信

①　効率的かつ効果的な行政サービスの充実

②　健全で持続可能な財政運営の実施

４　計画的な公共施設の維持・管理・運営を行います ①　計画的な公共施設の維持・管理

基本戦略１　魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります（魅力づくり）

１　出産・子育ての希望を叶える環境づ
くり

１　結婚・妊娠・出産ができる環境をつくります

２　子どもの成長過程に応じた切れ目のない子育て支援を行います

2　誰もが暮らしたくなる環境づくり

１　暮らしたい、暮らし続けたいと感じる移住・定住施策を推進します

２　村の魅力に触れてもらい、移住へつなげる観光施策を推進します

３　生産から製造、販売まで有機的に連携した商工業振興を行います

４　特色のある教育・生涯学習の充実

１　未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

２　誰もが生涯にわたって学び続けられる環境をつくります

５　誰もが活躍できる社会環境づくり

１　高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

基本戦略４　未来へつながる村をつくります　（持続可能なむらづくり）

３　適切で持続可能な行財政運営を行います

２　障がいに関わらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

３　誰もが人権が尊重され、自分らしく活躍できる社会環境をつくります

基本戦略３　安心して暮らし続けられる村をつくります　（地域づくり）

6　安心して自分らしく健康に暮らし続

けられるしくみづくり

１　保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

２　誰もが共に支え合う「地域共生社会」をめざします

３　村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

7　安心して暮らせる基盤整備

１　計画的に道路環境を整備し、交通安全を推進します

５　村の豊かな自然環境を守り、循環型社会をめざします

基本戦略２　一人一人が活躍できる村をつくります　（ひとづくり）

３　村の産業振興と村民の雇用確保

１　農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

２　森林の保全と資源の活用を推進します

基準値 目標値
（H30年度） （R６年度）

農業産出額 25.7億円 26.0億円 産業振興課
納税義務者一人当たりの
課税対象所得

2,371千円
（H30年）

増　加 総　務　課

生涯学習の充実に対する
満足度

17.1%
（R元年度）

20.6% 教育委員会

成果指標 担当課

基準値 目標値
（H30年度） （R６年度）
男性81.1歳
女性82.8歳
男性81.9歳 男性82.0歳
女性87.6歳 女性87.7歳

朝日村は暮らしやすいと
思う村民の割合

61.4%
（R元年度）

69.0% 企画財政課

区や地区の活動（コミュ
ニティ活動）に参加して
いる割合

41.3%
（R元年度）

58.1% 総　務　課

成果指標 担当課

健康寿命 住民福祉課延伸

平均寿命 住民福祉課

基準値 目標値
（H30年度） （R６年度）

朝日村のむらづくりの満足度
29.3%

（R元年度）
35.3% 企画財政課

行政情報を十分に入手できていると感じている
村民の割合

60.6%
（R元年度）

65.8%
総　務　課
企画財政課

成果指標 担当課

基準値 目標値
（H30年度） （R６年度）

合計特殊出生率 1.39人 1.58人 住民福祉課
年間出生数 29人 30人 住民福祉課
子育て支援に対する満足
度

41.8%
（令和元年度）

43.7% 教育委員会

令和２年から令和６年ま
での社会動態

(△12人)
（H27～R1年累計）

△40人
（R2～R6年度累計）

企画財政課

朝日村への誇りや愛着を
感じている村民の割合

66.6%
（R元年度）

73.9% 企画財政課

今後も朝日村に住み続け
たいと思う割合

40.5%
（R元年度）

42.4% 企画財政課

成果指標 担当課



 

■主要施策活動指標 

  基本戦略（行政取組指針）の実現に向け、基本計画に位置付ける重点目標・主要施策の

活動指標（KPI）を設定しています。実施計画では定期的な活動指標の評価・検証により

計画の推進を図ります。              （計画 P.･･･総合計画記載ページ番号） 

NO 指標
基準値

（H30年度）
目標値

（R6年度）
担当課

計画
P.

1 婚姻件数 13件 14件 住民福祉課 44

2 里帰り出産時の産婦健診受診費補助 5件 10件 住民福祉課 44

3 子育て支援アプリのインストール率 － 80% 住民福祉課 44

4 子育てを楽しいと感じることの方が多い割合 61.7～61.9% 70% 教育委員会 47

5 ファミリーサポートセンターの利用者数 0人 3人 教育委員会 47

6 子育て支援サイトのホームページアクセス数 0件 10,000件 教育委員会 47

7 転入者数 129人 125人 企画財政課 49

8 空き家バンクを通じて成約した空き家数 19件 25件 企画財政課 49

9 村施設利用者数 34,052人 35,000人 産業振興課 51

10 村施設宿泊者数 5,793人 6,500人 産業振興課 51

11 滞在型体験プログラムの参加者数 48人 100人 産業振興課 51

12 認定農業者数 141人 140人 産業振興課 55

13 新規就農者数（年間増加数） 2人 2人 産業振興課 55

14 農地の中間管理権設定面積 28ha 38ha 産業振興課 55

15 援農事業（サポーター・農家）の登録者数 27件 50件 産業振興課 55

16 保育園「朝日食材の日」の給食回数 12回 16回 教育委員会 55

17 村有林及び民有林が整備された面積 5.8ha 30.0ha 産業振興課 58

18 製造品出荷額 102億円 110億円 産業振興課 60

19 地域おこし協力隊の起業・定着 0人 3人 産業振興課 60

20 中学生の学習教室利用者数 0人 20人 教育委員会 63

21 コミュニティスクールに関わったボランティア数 41人 60人 教育委員会 63

22 小学校に対する満足度 89.5% 90.0% 教育委員会 63

23 保育園と地域が連携して実施した事業の数 5事業 10事業 教育委員会 63

24 小学校と地域が連携して実施した事業の数 9事業 10事業 教育委員会 63

25 公民館・体育施設を利用している自主学習活動団体数 37団体 40団体 教育委員会 66

 



 

 

NO 指標
基準値

（H30年度）
目標値

（R6年度）
担当課

計画
P.

26 生涯学習講座数 16講座 20講座 教育委員会 66

27 生涯学習受講者数 466人 500人 教育委員会 66

28 各種スポーツ大会参加者数 596人 600人 教育委員会 66

29 図書館の貸出冊数 12,500冊 12,800冊 教育委員会 66

30 美術館の入館者数 3,000人 3,200人 教育委員会 66

31 地域サロン開催数 58回 60回 住民福祉課 69

32 オレンジカフェ・シニアランチ開催数 12回 20回 住民福祉課 69

33 介護予防教室の参加者数 2,857人 3,500人 住民福祉課 69

34 地域ケア会議の開催数 6回 12回 住民福祉課 69

35 認知症サポーター受講者数 424人 530人 住民福祉課 69

36 在宅介護率 70.4% 75.0% 住民福祉課 69

37
介護保険サービスの適切な運営によるケアプラン点
検数

5件 10件 住民福祉課 69

38 障がいのある人の一般就労への移行者数 0人 2人 住民福祉課 72

39 障がいのある人の日中活動系サービスの利用者数 36人 40人 住民福祉課 72

40 法令等により設置された審議会等の女性登用率 11.6% 20.0% 総務課 74

41 人権講演会の参加者数 40人 50人 総務課 74

42 特定健診受診率の上昇 53.1% 60.0% 住民福祉課 77

43 胃がん健診受診率（ドック含む） 15.0% 20.0% 住民福祉課 77

44 肺がん検診受診率（ドックを含む） 37.0% 40.0% 住民福祉課 77

45 大腸がん検診受診率（ドックを含む） 27.0% 30.0% 住民福祉課 77

46 医師の確保 3名 3名 住民福祉課 77

47 災害時の看護師等の登録人数 0名 10名 住民福祉課 77

48 ボランティア協議会登録者数 10団体175人 11団体200人 住民福祉課 80

49 消防団員数 163人 170人 総務課 83

50 自主防災会訓練参加者数 942人 940人 総務課 83

51 防災対策について村内応援協定数 0社 2社 総務課 83

52 防災訓練箇所数 0箇所 5箇所 総務課 83

53 土砂災害防災マップ作成数 4件 10件 総務課 83
 

 



 

 

NO 指標
基準値

（H30年度）
目標値

（R6年度）
担当課

計画
P.

54 防火貯水槽設置数 88基 95基 総務課 83

55 こどもを守る安心の家設置数 27箇所 29箇所 総務課 83

56
避難時において支援を必要とする人のうち、避難行
動要支援者台帳に登録している人の割合

43.5% 80.0% 住民福祉課 83

57 道路施設（舗装）の個別施設計画の進捗率 10.0% 60.0% 建設環境課 85

58 道路施設（橋梁）の維持管理進捗率（H28点検） 0.0% 100% 建設環境課 85

59 交通死亡事故ゼロの日数 5,000日以上 7,000日 建設環境課 85

60 村道の状況不良による事故発生件数 0件 0件 建設環境課 85

61 広丘線バス１便あたりの乗車人数 11.5人 11.5人 企画財政課 86

62 デマンドタクシーくるりん号1台あたりの乗車人数 9.1人 9.4人 企画財政課 86

63 水道管の耐震化（耐震適合管含む） 40.0% 45.0% 建設環境課 89

64 水道の有収率 75.0% 80.0% 建設環境課 89

65 ごみの資源化率 21.0% 21.0% 建設環境課 92

66 ごみの減量化（朝日村の排出量） 957t 919t 建設環境課 92

67 住民活動参加意識啓発セミナー等の参加者数 0人 100人 総務課 94

68 自治会加入率 86.3% 90.0% 総務課 94

69 村ホームページのアクセス数 25万件 30万件 総務課 95

70 経常収支比率 75.4% 県平均未満 企画財政課 97

71 実質公債費比率 7.6% 県平均未満 企画財政課 97

72 村税徴収率 99.5% 99.5% 総務課 97

73 公共施設の除却数 0施設 5施設 企画財政課 98



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略１】魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

新たな出産祝金

～ 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

4

結婚へ向けた支援

～ 4,000 4,000 5,000 5,000 0

3

不妊等治療費助成金

～ 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

4

妊婦・産婦健診補助金

～ 237 237 237 237 237 237

4 新：歯科検診補助

高校生までの福祉医療

～ 12,000 2,700 9,300 12,000 2,700 9,300 12,000 2,700 9,300

4

火葬料補助金 2

～ 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050

4

村魅力創出　バルシューレ事業

～ 3,000 2,400 600 3,000 2,400 600 0 0

3

山女魚養殖の再興による地域振興

～ 5,000 5,000 0 0

2

地域少子化対策重点推進事業

～ 1,200 600 600 1,200 600 600 1,200 600 600

4

村営住宅管理事業 2

～ 800 800 30,000 15,400 14,600 30,000 15,400 14,600

4 計画策定 住宅更新・撤去 住宅更新・撤去

1 1
継
続

住
民
福
祉
課

711産婦健診県外受診補助
妊婦一般健診県外受診・歯科検診補助

1 1
継
続

住
民
福
祉
課

3,600不妊治療費助成　20万
不育症治療費助成　20万

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

1 2
継
続

企
画
財
政
課

6,000長野元気づくり支援金事業
バルシューレを通じた子育て環境をPR

2 1
継
続

企
画
財
政
課

5,000山女魚養殖の再興による村の魅力創出・
特産品づくり
（地域おこし協力隊活動経費）

2 1
継
続

住
民
福
祉
課

3,600一定要件を満たした新婚家庭への経済
支援補助金　30万円/件

2 1
新
規

建
設
環
境
課

60,800長寿命化計画の策定
既存住宅更新（新築・撤去）

1 1
継
続

教
育
委
員
会

12,000第1・2子　10万円
第3子以降　30万円

1 2
新
規

建
設
環
境
課

3,150
火葬料補助による住民負担軽減

1 1
継
続

住
民
福
祉
課

9,000出会いサポートセンター活動費
(地域おこし協力隊経費)

1 2
継
続

住
民
福
祉
課

36,000高校生までの医療費給付
（現物支給方式）



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略１】魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

空き家活用補助金

～ 2,775 2,775 2,775 2,775 2,775 2,775

4

子育て世代住宅取得補助金 2

～ 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

4

土地開発公社事業資金貸付

～ 125,000 125,000 0 0 0

2

観光協会との連携による観光振興

～ 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

4

～ 0 0 0

～ 0 0 0

-

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 00

0

2 2
継
続

産
業
振
興
課

30,000観光協会が主体となった観光振興の促進
（地域おこし協力隊活動経費、協会運営
費補助）

0

0

0

0

2 1
継
続

企
画
財
政
課

125,000公社が実施する向陽台住宅団地造成事
業に伴う事業資金の貸付

2 1
新
規

企
画
財
政
課

45,000移住・定住を目的に村内へ住居を取得す
る子育て世代世帯へ費用一部補助

2 1
継
続

企
画
財
政
課

8,325移住を希望する者に貸出す空き家の建
物機能回復改修費を補助　50万

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略２】一人一人が活躍できる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

重度心身障害者福祉医療給付

～ 18,000 7,200 10,800 18,000 7,200 10,800 18,000 7,200 10,800

4

新たな農業担い手創出

～ 32,010 16,005 16,005 25,180 12,590 12,590 4,000 4,000

4 地方創生事業 地方創生事業 朝日アグリチャレンジセンター運営負担金

青年就農交付金事業

～ 6,000 6,000 0 6,000 6,000 0 6,000 6,000 0

4

鳥獣被害防止対策

～ 25,685 1,600 24,085 25,685 1,600 24,085 2,000 2,000

4 進入防止柵設置、緩衝帯設置、鳥獣駆除 進入防止柵設置、緩衝帯設置、鳥獣駆除 鳥獣駆除

風食防止対策（麦種子代補助金）

～ 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

4

中山間地域総合整備事業負担金

～ 18,750 13,400 5,350 51,600 32,200 19,400 43,365 16,700 26,665

4

農地中間管理機構関連事業負担金

～ 3,000 2,700 300 14,265 12,800 1,465 28,900 26,000 2,900

-

多面的機能支払交付金事業

～ 14,000 10,500 3,500 14,000 10,500 3,500 14,000 10,500 3,500

4

森林整備の促進

～ 6,500 500 6,000 6,500 500 6,000 7,500 500 7,000

4

松くい虫防除対策

～ 4,200 2,625 1,575 4,800 3,000 1,800 4,700 3,000 1,700

4

3 1
継
続

産
業
振
興
課

42,000農地、水路、農道等の保全管理を行う村
内活動団体への交付金（３団体）

2 4
継
続

住
民
福
祉
課

54,000
重度心身障害者に対する医療費の助成

3 1
継
続

産
業
振
興
課

46,165圃場整備（かたくり・本郷・くりあげ場）
負担割合：事業費の10%

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

3 1
継
続

産
業
振
興
課

61,190朝日アグリ・チャレンジセンター運営支援
（援農・野菜バス・新規就農支援等）

3 1
継
続

産
業
振
興
課

18,000次世代を担う農業者となる者に対する就
農前研修、就農後経営確立を支援するた
めの交付金

3 1
継
続

産
業
振
興
課

53,370鳥獣被害防止対策協議会補助金（鳥獣
被害防止柵設置及び緩衝帯整備等）

3 1
継
続

産
業
振
興
課

3,600春先の強風にによる耕土の吹き上がり防
止対策として麦種子代の補助

3 1
継
続

産
業
振
興
課

113,715圃場整備（御馬越・御道開渡・北村）、水
管橋、活性化施設等の整備
負担割合：事業費の7.5%、15%

3 2
継
続

産
業
振
興
課

13,700伐倒・燻蒸等により被害の低減、樹幹注
入による予防対策

3 2
継
続

産
業
振
興
課

20,500
林業施業体が行う森林整備への補助



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略２】一人一人が活躍できる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

森林経営管理制度 2

～ 6,500 6,500 3,000 3,000 3,000 3,000

4 森林整備集約化指針策定

商工業振興補助金

～ 11,300 11,300 11,300 11,300 11,300 11,300

4

プレミアム商品券発行

～ 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

4

住宅リフォーム補助金

～ 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

4

お夏まつり実行委員会補助金

～ 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

4

氏神遺跡調査（向原地域建設事業関連）

～ 28,000 28,000 22,000 22,000 0

3

障がい者支援

～ 121,550 90,750 30,800 122,640 91,500 31,140 123,580 92,250 31,330

4

やさしい住宅改修助成事業

～ 700 315 385 700 315 385 700 315 385

4

男女共同参画計画策定 2

～ 2,150 2,150 0 0 0 0

2

～ 0 0 00

5 2
継
続

住
民
福
祉
課

367,770障がい者自立支援・障がい児支援のため
の給付等

4 2
新
規

教
育
委
員
会

50,000向陽台造成事業（道路等整備）計画地の
埋蔵文化財発掘調査

4 2
継
続

教
育
委
員
会

6,000
お夏まつり運営補助

3 3
継
続

産
業
振
興
課

12,000村内企業の経済対策及び村内消費拡
大、住環境整備補助

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

3 3
継
続

産
業
振
興
課

33,900村内商工振興のため村商工会の実施事
業に対する補助金

3 2
新
規

産
業
振
興
課

12,500未整備森林（私有林）における整備計画・
整備、林政アドバイザーの配置等

3 3
継
続

産
業
振
興
課

13,500村内企業の経済対策及び村内消費拡大
プレミアム率：20%

5 2
継
続

住
民
福
祉
課

2,100高齢者・障害者の居住住宅のバリアフ
リー改修費用への助成

5 3
新
規

総
務
課

2,150性別に関係なく男女が共に責任を担って
いく社会実現のための指針



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略３】安心して暮らし続けられる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

地域福祉活動の促進

～ 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000

4

感染症対策

～ 16,226 533 15,693 16,226 533 15,693 16,226 533 15,693

4

一般検診の促進

～ 9,386 1,800 7,586 9,386 1,800 7,586 9,386 1,800 7,586

4

健康づくりの促進（健幸ポイント事業）

～ 1,430 1,430 380 380 420 420

4

地区活動交付金

～ 2,275 2,275 2,275 2,275 2,275 2,275

4

全村民交通災害共済加入事業

～ 1,310 180 1,130 1,310 180 1,130 1,310 180 1,130

4

家庭介護慰労金

～ 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

4

松本広域連合消防費負担金

～ 80,000 80,000 80,022 80,022 80,000 80,000

4

消防団運営事業

～ 18,181 3,900 14,281 18,076 3,900 14,176 18,984 3,900 15,084

4

消防団詰所維持管理

～ 46,886 46,600 286 724 600 124 1,501 1,501

4 第5分団移転新築 詰所維持補修 詰所維持補修

6 3
継
続

総
務
課

49,111消防団拠点施設管理
村内5箇所

6 2
継
続

住
民
福
祉
課

5,400要介護4.5の者を自宅で介護している世
帯へ慰労金を給付　5,000円/月

6 1
新
規

住
民
福
祉
課

2,230検診受診や地域参画、各種講座参加な
ど心身の健康づくりへの取組にポイントを
付与し、健康グッズと交換。

6 1
継
続

住
民
福
祉
課

28,158
生活習慣病・各種ガン検診の実施

6 2
継
続

総
務
課

6,825地区活動促進のため各地区へ交付金を
支給（基本額+戸数割）

6 1
継
続

住
民
福
祉
課

48,678
予防接種の実施による感染症予防対策

6 1
継
続

住
民
福
祉
課

51,000社会福祉協議会が行う地域福祉事業へ
の補助金

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

6 2
継
続

総
務
課

3,930
交通事故における見舞金制度

6 3
継
続

総
務
課

240,022常備消防（松本広域消防局）運営に伴う
構成市町村負担金

6 3
継
続

総
務
課

55,241消防団運営に伴う費用（団員報酬・手当、
分団運営費用等）



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略３】安心して暮らし続けられる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

防火貯水槽整備

～ 19,700 19,700 0 16,400 11,200 5,200 16,400 11,200 5,200

4

移動系防災行政無線デジタル化 2

～ 70,000 70,000 0 0 0 0 0

2

災害対応用ヘリポート造成 2

～ 37,300 37,300 0 0 0 0 0

2

災害備蓄品整備

～ 500 500 500 500 500 500

4

要援護者台帳システム化 2

～ 4,070 4,070 70 70 70 70

4

ため池ハザードマップ作成 2

～ 3,000 3,000 0 0 0 0 0

2

一般住宅耐震・ブロック塀撤去補助金

～ 1,664 893 771 1,664 893 771 1,664 893 771

4

外灯ＬＥＤ化

～ 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

4

県営急傾斜地崩落防止事業地元負担金 3

～ 0 0 6,000 6,000 6,000 6,000

4 小野沢地域 小野沢地域

道路施設補修

～ 6,120 6,120 6,120 6,120 6,120 6,120

4

6 3
新
規

産
業
振
興
課

3,000県指定の防災重点ため池3箇所の調査・
作成

6 3
継
続

建
設
環
境
課

9,300経年劣化に伴う外灯更新（幹線道路照
明・防犯灯）

6 3
新
規

住
民
福
祉
課

4,210災害時避難行動要支援者情報の集約・
一元管理

6 3
継
続

総
務
課

1,500
避難所等で使用する災害備蓄品の整備

6 3
継
続

建
設
環
境
課

4,992一般住宅耐震診断・工事、指定避難所沿
線等のブロック塀撤去への補助金

6 3
新
規

建
設
環
境
課

12,000県が行う急傾斜指定箇所の危険防止対
策（ロックフェンス等の設置）における地
元負担金

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

6 3
継
続

総
務
課

52,500貯水槽不足地域への新設整備
1基容量：40㎥

6 3
新
規

総
務
課

70,000現有のアナログ方式設備のデジタル方式
への設備更新

7 1
継
続

建
設
環
境
課

18,360
村道の日常的な維持管理経費

6 3
新
規

総
務
課

37,300大規模災害時の緊急消防援助隊の救助
活動等の拠点施設整備



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略３】安心して暮らし続けられる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

道路舗装修繕事業

～ 55,025 49,500 5,525 42,362 38,100 4,262 0

3 古見7号、小幹2号、入幹1号、針幹2号 入幹1号、針幹1号

村道除雪

～ 7,735 2,660 5,075 25,735 14,660 11,075 7,735 2,660 5,075

4 除雪重機更新（タイヤドーザー）

道路・橋梁個別施設計画改定事業

～ 6,620 6,620 8,200 4,510 3,690 0 0

3

村道西洗馬7号線改良 2

～ 6,000 6,000 0 13,000 13,000 0 13,200 13,200 0

4

道路橋梁修繕

～ 84,400 44,000 36,300 4,100 84,400 44,000 36,300 4,100 9,180 5,040 3,600 540

4 松ノ木橋工事 松ノ木橋工事 御渡開道橋・三俣橋・西洗馬6号橋設計

村道古見3号線道路改良事業 2

～ 3,900 3,900 0 0

3

地域公共交通維持確保事業

～ 48,200 3,000 45,200 32,200 32,200 32,200 32,200

4 運行経費・交通網形成計画・車両更新 運行経費 運行経費

地籍調査 3

～ 2,500 2,500 7,500 3,750 3,750 7,500 3,750 3,750

4

水道施設（大尾沢浄水場）改修 2

～ 41,000 10,250 30,700 50 300,000 75,000 225,000 0 300,000 75,000 225,000 0

4

水道施設（舟ヶ沢水源）改修 2

～ 28,000 7,000 21,000 0 0 0 0 0

2

7 1
新
規

建
設
環
境
課

3,900
狭小改良工事（拡幅及び舗装化）

7 1
継
続

建
設
環
境
課

177,980計画に基づく橋梁長寿命化対策
（橋梁長寿命化計画）

7 2
継
続

企
画
財
政
課

112,600村営バス、デマンドタクシー運営経費
買い物バスの試行運行

7 1
新
規

建
設
環
境
課

32,200
狭小改良工事（待避所設置）

7 3
新
規

産
業
振
興
課

17,500
土地境界情報の保全事業

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

7 1
継
続

建
設
環
境
課

41,205
村道除雪路線の除雪費

7 1
継
続

建
設
環
境
課

14,820既存の村道・橋梁の長寿命化対策に関
する投資計画

7 4
新
規

建
設
環
境
課

641,000築後40年経過した施設の更新
ろ過池更新等（改良及び耐震化）

7 4
新
規

建
設
環
境
課

28,000築後40年経過した施設の更新
取水口改良、沈砂池更新（耐震化）

7 1
継
続

建
設
環
境
課

97,387計画的な幹線村道の舗装修繕
（道路修繕計画）



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略３】安心して暮らし続けられる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

水道施設（導水管布設替）改修 4

～ 0 0 0 0 14,000 3,500 10,500 0

4 導水管針尾第2布設替

水道施設用地取得事業 3

～ 0 0 2,000 2,000 2,000 2,000

4 水源用地 水源用地

薪ストーブ購入補助金

～ 150 150 150 150 150 150

4

太陽光発電設置補助金

～ 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

4

ごみの適正処理事業

～ 41,400 738 40,662 40,590 758 39,832 39,590 738 38,852

-

下水道処理施設改修事業

～ 22,500 11,250 11,200 50 23,700 11,850 11,800 50 61,600 30,800 15,800 15,000

4 電気・機械設備更新 電気・機械設備更新 電気・機械設備更新、耐震、ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画策定

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 0

7 5
継
続

建
設
環
境
課

5,400再生可能エネルギー利用普及のため一
般住宅へ設置する太陽光設備費用の補
助

0

0

0

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

7 4
新
規

建
設
環
境
課

4,000
水道施設用地の公有地化

7 5
継
続

建
設
環
境
課

107,800築後20年経過した施設・設備の更新
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ更新、処理場耐震化等

7 5
継
続

産
業
振
興
課

450木質バイオマス利用促進のため薪ストー
ブ等の機器購入費の補助

7 5
継
続

建
設
環
境
課

121,580ごみ収集運搬処理・資源物回収運搬経
費、施設組合負担金

0

7 4
新
規

建
設
環
境
課

14,000
導水管の耐震化



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略４】未来へつながる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

協働のむらづくり事業 2

～ 3,000 3,000 0 0

2

村公式ホームページ改修

～ 1,495 1,495 0 0

2

自主番組放送事業

～ 14,342 14,342 14,342 14,342 14,342 14,342

4

行政改革大綱策定事業 2

～ 2,860 2,860 0 0 0 0

2

人事評価システム導入事業 2

～ 3,738 3,738 1,300 1,300 1,300 1,300

4

給与計算電子システム化事業 2

～ 666 666 451 451 451 451

4

電子目録・電子決裁システム事業 2

～ 1,800 1,800 654 654 654 654

4

財務諸表作成・公表事業

～ 2,409 2,409 2,409 2,409 2,409 2,409

4

中学校施設の維持管理

～ 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000

4

旧保育園プール施設除却事業 3

～ 0 0 10,000 10,000 0 0

3 旧あおぞら・旧おひさま

4 4
継
続

教
育
委
員
会

195,000
組合立中学校の施設管理等負担金

4

4 2
継
続

総
務
課

3
新
規

総
務
課

4 1
新
規

企
画
財
政
課

3,000協働指針の策定、住民活動啓発フォーラ
ムの開催

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

3
新
規

総
務
課

令和２年度 令和３年度

43,026村内行事を番組制作。ＣＡＴＶ網（テレビ松
本）を介した情報発信

新
規

総
務
課

3,108
ＩＴ等を活用した事務の効率化

2,860

ＩＴ等を活用した事務の効率化

時代に即した効率的・効果的な行政運営
を推進するための指針づくり

4

4

4

4

7,227

3
新
規

総
務
課

6,338

予算・決算等、村の財政事情についての
財務諸表を作成・ホームページ等での公
表

ＩＴ等を活用した事務の効率化

3
継
続

企
画
財
政
課

1,568

3

4 4
新
規

総
務
課

10,000
個別施設計画に基づく施設改修

4 2
新
規

総
務
課

1,495利用者アンケート実施等に基づいた、最
適な情報発信のための改修費用



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略４】未来へつながる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

旧診療所除却事業 4

～ 0 0 0 0 2,500 2,500

4

古見親水公園管理棟改修事業 3

～ 0 0 1,479 1,479 0 0

3 屋根・外壁等改修

健康センター施設改修事業 2

～ 2,000 2,000 0 0 0 0

2 エアコン設置

かたろう舎施設改修事業 3

～ 0 0 1,768 1,500 268 0 0

3 屋根・外壁塗装

子育て支援センター改修事業 2

～ 49,868 44,800 5,068 2,500 2,500 0

3 屋根改修 空調整備

小学校施設改修事業 2

～ 119,900 30,000 67,400 22,500 0 5,000 5,000 15,900 11,900 4,000

4 トイレ改修 プールろ過機・火報盤 プール屋根

中央公民館改修事業 2

～ 163,610 29,600 36,900 91,700 5,410 0 0

2 講堂アスベスト除去・耐震・空調設備、公民館エコアン設置

朝日美術館改修事業 3

～ 0 0 4,920 4,920 0 0

3 照明設備・展示室塗装

トレーニングセンター改修事業 2

～ 5,200 5,200 0 0

2 アリーナ音響・南研修室

グラウンド施設改修事業 2

～ 2,300 2,300 0 7,700 7,700

4 音響設備、マウンド改修 照明設備

4 4
新
規

教
育
委
員
会

5,200
個別施設計画に基づく施設改修

新
規

総
務
課

1,4794
個別施設計画に基づく施設改修

4

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

4 4
新
規

住
民
福
祉
課

2,000
個別施設計画に基づく施設改修

4 4
新
規

産
業
振
興
課

1,768
個別施設計画に基づく施設改修

4 4
新
規

教
育
委
員
会

52,368
個別施設計画に基づく施設改修

4 4
新
規

教
育
委
員
会

140,800
個別施設計画に基づく施設改修

4 4
新
規

教
育
委
員
会

163,610
個別施設計画に基づく施設改修

4 4
新
規

教
育
委
員
会

4,920
個別施設計画に基づく施設改修

4 4
新
規

教
育
委
員
会

10,000
個別施設計画に基づく施設改修

4 4
新
規

総
務
課

2,500
個別施設計画に基づく施設改修



■具体的な取組(主な事業）

【基本戦略４】未来へつながる村をつくります
事業名

国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源
国・県
支出金

地方債
その他
特定財源

一般財源

ゲートボール場改修事業 2

～ 0 0 3,000 3,000 0 0

4 外壁塗装

テニスコート改修事業 3

～ 0 0 1,540 1,540 0 0

3 照明設備

スケートリンク改修事業 3

～ 0 0 750 750 0 0

3 照明設備

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 0

～ 0 0 00

0

0

0

重
点
目
標

主
要
施
策

区
分

実施
年度

主
管
課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業概要 事業費 事業費 事業費

3カ年
総事業費

4 4
新
規

教
育
委
員
会

1,540
個別施設計画に基づく施設改修

4 4
新
規

教
育
委
員
会

750
個別施設計画に基づく施設改修

0

0

0

4 4
新
規

教
育
委
員
会

3,000
個別施設計画に基づく施設改修



 

（参考）総合計画に基づき、事務事業の所要額を積算した将来 10 年間の財政シミュレーションです。 

（一般会計） 実施計画

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

568 552 536 521 507 492 479 465 452 444

1,513 1,497 1,463 1,445 1,428 1,361 1,303 1,274 1,261 1,243

432 144 83 106 54 29 78 43 27 31

114 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 30 8 107 106 232 169

747 534 484 489 487 501 585 557 687 622

3,374 2,727 2,566 2,561 2,476 2,383 2,445 2,339 2,427 2,340

1,105 1,144 1,139 1,143 1,145 1,125 1,092 1,087 1,085 1,043

人　件　費 611 619 606 607 601 610 588 594 605 585

扶　助　費 240 241 242 243 246 247 248 249 250 251

公　債　費
（借金返済金）

254 284 291 293 298 268 256 244 230 207

493 430 411 402 425 386 391 390 400 419

606 591 540 538 537 477 472 474 470 470

798 341 222 275 164 189 280 173 256 186

196 197 173 182 184 185 190 195 196 200

145 21 22 21 21 21 20 20 20 22

3,343 2,724 2,507 2,561 2,476 2,383 2,445 2,339 2,427 2,340

31 3 59 0 0 0 0 0 0 0

1,877 1,907 1,910 1,969 1,966 1,937 1,929 1,821 1,715 1,483

2,293 2,243 2,125 2,030 1,877 1,730 1,642 1,532 1,419 1,419

3.4 1.9 3.1 4.3 5.4 5.4 5.2 4.7 4.8 4.8

そ　の　他

歳入合計　A

義務的経費

繰　出　金

物　件　費

その他行政経費

差引収支　A-B

年　　度

投資的経費

村　　　　税

地方交付税
（含臨時財政対策債）

歳出合計　B

基金残高
（貯金残高）

補 助 費 等

地　方　債

（借　　金）

基金繰入金（特目）

（貯金の取り崩し）

実質公債費比率

単位：百万円

基金繰入金（財調）

（貯金の取り崩し）

2020　財　政　計　画
（R1.12月作成）

地方債残高

（借金残高）

 

歳入項目 内容 

村税 人口減少や景気動向、固定資産の減価償却等により税収は減収傾向を見込んでいます。 

地方交付税 地域社会再生事業費の創設や幼児教育の無償化経費等による増加要因の一方、経年による下水道需

要額算入の減少や国勢調査による人口減少等の村独自の事情をふまえ減少傾向を見込んでいます。 

基金繰入金 R2 年度は施設改修に要する特定目的基金の繰入、R5 年度以降の収支ギャップは公共施設長寿命化

事業に係る地方債の活用が不透明のため、ギャップ解消のため財政調整基金を見込んでいます。 

歳出項目 内容 

人件費 会計年度任用職員制度の施行や保育園児の増に対応した人員配置により増加を見込んでいます。 

扶助費 社会保障等に係る経費は年々増加しており今後も増加傾向を見込んでいます。 

補助金等 新規の補助金制度による増加要因はありますが、公営企業の償還金の減少、資本費平準化債の活用

により総体的には減少傾向を見込んでいます。 

投資的経費 各整備計画に基づく道路橋梁等のインフラ施設・公共施設の更新需要を見込んでいます。 

その他の項目 内容 

基金残高 Ｒ４年度以降の既存公共施設の改修等への地方債活用が不透明のため財政調整基金の取崩により財

源調達しているため基金の減少を見込んでいます。 

地方債残高 残高は減少を見込んでいますが公共施設の長寿命化事業に地方債活用を場合、残高は増加します。 

実質公債費比率 下水道事業において資本費平準化債の活用により一般会計の繰出金が減少した結果、一旦は比率が

大幅に減少しますが、インフラ等の老朽化対策・防災事業により後年は増加傾向にあります。 

 


